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研究成果の概要（和文）：本研究により、教育監査局が中心となって行うオランダの教育監査が、

「すべての学校を対象とした一元的な監査」から、「特定の学校を対象に重点的な支援を行う監

査」へと制度的に変容している可能性があることが明らかになった。変容の可能性を示す具体

的な事例として、2004 年度から掲げられている「重点実施の原則」による監査の効率化や、

2007年度以降の「リスク分析」導入にみられる各学校の自己評価活動の重視などを挙げること

ができる。 

 

 

研究成果の概要（英文）：This study presents the possibility that the Dutch School Inspection 

System, which is carried out mainly by the the Inspectorate of Education, has been 

transformed institutionally. In other words, Dutch School Inspection System has 

transformed from the centralized system for all schools, to the supportive one for specific 

schools which face kinds of challenges. Some concrete examples of possibility of the 

institutional transformation are “the Principle of Proportionality”, which was introduced in 

2004, and “the Risk Analysis”, which introduced in 2007. 
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１．研究開始当初の背景 

(1) 現在の日本の公教育制度においては、多
様な教育実践が一定の教育的な質を維持し
ているかどうかを確認する方法が、制度的に
整備されていない。教育実践の多様性を尊重

することと、公教育の質を維持することは、
どちらも成熟した公教育制度を築き上げて
いく上で不可欠である。多様な教育実践を制
度的内実の豊かさを導くものとして広く公
的に認めていくためには、教育の質を多様な
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観点から検証し、地域的な偏りなく高水準で
監督・維持していくという、これまでなかっ
た方策を構築する必要がある。 

 

(2) オランダにおいては、「教育の自由」を
保障したオランダ王国憲法第 23条を根拠に、
一定の公的基準を満たした全ての初等・中等
教育学校に等しく公費が支出され、学校運営
が行われている。しかしその一方で、各学校
は「監査」を定期的に受けることを義務付け
られている点など、教育の質を維持するため
のメカニズムも強く働いている。オランダに
おいて教育監査は、各学校が満足すべき教育
レベルを市民に提供していることを政府が
保障するための手段であり、第三者評価とし
ての学校評価がその中核に位置付けられて
いる。 

 

(3) オランダにおいて教育監査の業務を担
っているのは、教育監査局（Inspectie van het 

Onderwijs）と呼ばれる行政組織である。監
査の実行レベルとしては、インスペクターと
呼ばれる教育監査局所属の専門職集団が、学
校で行われている諸活動を、予め設定された
項目・基準に拠りながら包括的に評価し、そ
の結果を作成・公開している。 

 

(4) 日本において、多様な教育実践に対応し
うる教育の質保障メカニズム構築の成否を
論じるためには、オランダの質保障メカニズ
ムにおいて中心的な役割を果たしている教
育監査制度及び教育監査局を多角的に分析
し、その内実を明らかにする作業が有効であ
ると思われる。 

 

 

２．研究の目的 

本研究は、オランダにおける教育の質保障
メカニズムについて、その機能及び内実を明
らかにすることを目指すものである。この目
的を達成するための具体的な手続きとして、
オランダの教育監査制度や多様な教育実践
の概要を整理した後、質保障メカニズムにお
いて中心的な役割を担っている教育監査制
度の位置づけについて、監査の実行主体であ
る教育監査局を分析の射程に捉えながら、明
らかにすることを研究主題として据えた。 

 

 

３．研究の方法 

(1) 本研究は、先行研究及び公的文書の批判
的検討（文献研究）を研究手法として用いた
質的研究である。検討対象とする先行研究に
ついては、本研究に関連する領域に日本語文
献が少ないことなどから、オランダ語文献及
び英語文献を中心的に選択し、検討を加えた。
また、公的文書を検討するにあたり、オンラ

イン上では入手できない一次資料を対象と
する必要があったことから、必要に応じて現
地を訪問し、史資料の収集に努めた。 

 

(2) 本研究の主たる研究段階は以下の通り
である。 

第 1段階：オランダの教育監査制度の整理 

第 2段階：オランダにおける「教育の自由」
と多様な教育実践の整理 

第 3段階：オランダの教育監査制度に対する
分析―「新たな展開」に着目して 

 
 
４．研究成果 
(1) オランダの教育監査制度の概要は以下
の通りである。 

一般に教育監査とは、公教育及び学校の質
をコントロールするために存在し、教育の質
の最低限のレベルを保障し、各学校の法令遵
守の姿勢に肯定的な影響を与えることを目
的とするものである。オランダの教育監査で
は、この目的がより詳細に示されており、「す
べての市民に満足すべき教育レベルを学校
が提供していることを政府が保障し」「教育
の質の改善を導くような独自の質保障シス
テムを学校が開発することを政府が刺激す
る」ための手段が教育監査制度である、とさ
れている。 

教育監査の業務を委託されているのは、教
育・文化・科学省管轄下の準独立機関である
教育監査局である。オランダの教育監査では、
監査の実施プロセスや評価項目が、近年、複
数回改定されている。現在では、教育監査法
（de Wet op het onderwijstoezicht）の規定
により、「学習の成果」「カリキュラム」「学
習時間」「学校の雰囲気」「教師の指導内容」
「児童・生徒の発達と教師の対応」「特別な
ニーズ」などが評価項目として挙げられてい
る。2010 年度は、初等教育段階において
7,584 件の監査が、中等教育段階で 2,781 件
の監査が行われている。 

 

(2) オランダの教育監査においては、「（提供
されている教育の）質が高ければ高いほど、
監査の密度が下がる」という表現に示されて
いるように、「重点実施（proportioneel）」の
原則が採用されている。重点実施とは、必要
性や緊急度が高い学校に対して監査の比重
を大きくかけるということを意味している。
同時に、かつてのようにすべての学校を対象
とした一元的な監査が行われなくなくなっ
ていることも表しているといえる。すなわち、
提供している教育の質について疑いが少な
く、十分な成果をあげていると予め判断され
る学校に対しては簡便な監査を実行する一
方で、教育の質を改善する必要性があり、学
習の成果も乏しいと判断される学校に対し



ては集中的な監査を実施するようになって
きているのである。 

 

(3) 重点実施の原則は、教育監査法にその法
的根拠を求めることができる。同法第 4条で
は、監査の始点が以下のように規定され、教
育監査が学校ごとの質の活動に適合して実
施されることが示されている。 

 

第 4条 監査の始点 

1. 教育監査局は、教育の自由に基づき、監査
を行う。 

2. 教育監査局は、各機関が更なる監査を必要
としないような方法でコントロールを行う。 

3. 監査は、特に教育の質の発展を関係者に周
知するべく設計されている。 

 

(4) 教育監査の実施プロセスは、以下に整理
したような変遷を辿ってきた。 

オランダにおいて、全学校を対象として教
育監査が実施されるようになったのは 1980

年代から 90 年代にかけてのことであり、す
べての学校に対して、同じ周期で同内容の監
査が実施されるようになるのは 1997 年のこ
とである。その後さらに制度の整備が進めら
れ、2001 年の段階では、監査には「標準監
査」と「完全監査」の 2種類が設定されてい
た。すなわち、すべての学校を対象に 4年周
期で実施されたのが標準監査であり、標準監
査において教育の質に問題があると判断さ
れた際に実施されていたのが完全監査であ
る。この段階においては、監査の中核はあく
までインスペクターによる学校訪問とその
結果であり、インスペクターが一律に学校を
訪問し、その質を確認することが、教育の質
を維持・保障していく上で重要であると考え
られていたといえる。 

その後、監査の効率化と学校の負担軽減の
方向性が政策的に示され、2004 年からは前
回の監査結果に応じて監査の密度が分けら
れるようになった。まず大きなカテゴリーと
して、全学校を対象に 4年に 1回行われる「定
期訪問監査（PKO）」と、次回の PKOまでの
3 年間に、質問票を活用してオンライン上で
行われる「各年監査（JO）」が設定された。
さらに PKO の対象となる学校には、前回の
PKO の結果と、後述するリスク分析の内容
によって、さらに細かく分類されたカテゴリ
ーでの監査が用意されていた。これらを整理
すると、2004 年時点では、以下のような 4

種類（細かくは 6種類）の監査形式が並存し
ていたことになる。 

 

1. 各年監査（JO）：PKO が実施されない年
に、オンライン上で質問票の遣り取りを行う  
ことで実施される監査。学校訪問を伴わない。 
2. 定期訪問監査[2年]（PKO-2）：前回の PKO

で質が悪いと判断された学校に対して、2 年
以内に行われる追跡調査の性質を伴う監査。 

3. 定期訪問監査[4年]（PKO-4）： 

4年に 1度実施される定期監査。前回の PKO

以降の 3年間にわたる質問票などの内容によ
り、以下の 3段階に分類される。 

A) 質が良い学校対象：学校管理職へのイン
タビューのみを実施し、授業観察は行わない。 
B) 質が平均的な学校対象：前回の PKOの内
容に応じて授業観察を実施する。 

C) 質が悪い学校対象：2人のインスペクター
により監査が実施され、授業観察、保護者   
や児童・生徒へのインタビューを実施する。 

4. 定期訪問事前監査（事前 PKO-4）：JO 対
象校の中で、翌年に PKO-4 を控えている学
校に対して行われる監査。JO に予備訪問を
加えた形式となっている。 

 

上記の分類で注目すべき点として 2点が挙
げられる。一点目は、各学校の質に応じた監
査周期及び監査内容の導入である。すべての
学校が定期的に監査を受ける点は 2004 年以
前と変わらないが、質が悪いと判断された学
校の監査周期が 4年から 2年に短縮されてい
る。また監査内容については、質が良いと判
断された学校の PKO では授業観察が行われ
ない一方で、質が悪いとされた学校の PKO

では、インスペクターを増員した上で、授業
観察以外にも保護者や児童・生徒へのインタ
ビューが実施されることになっている。ここ
に、重点実施の原則の基点を見ることが可能
である。 

二点目は、各年の監査が JO という形式で
設定され、いくつか新しい展開が見られた点
である。監査の頻度が上がり、学校と情報交
換を行う機会が増えることで、各学校の質の
状態を確認する手がかりが多く得られるこ
とになる。これにより、提供されている教育
の質の経年変化を細かく把握することが可
能となる。一方で、監査の頻度が増えたこと
により事務的・心理的に学校の負担が増える
ことになるが、監査がオンライン上での情報
の遣り取りに限定されたことにより、この負
担も軽減されている。また、学校訪問を伴わ
ずに各学校の質を毎年調査する形式が示さ
れた点については、2007 年以降のリスク分
析を基盤とした監査の先例として捉えるこ
とができる。 

2007 年に導入された監査プロセスでは、
実際の監査活動に先立ってリスク分析が導
入され、これを積極的に活用しながら、重点
実施の方向性がさらに推し進められている。
オランダの教育監査における重点実施の原
則については、これを 2つの異なる志向性の
ベクトルが交差した地点に位置するものと
して捉えることが可能である。すなわち、教
育の質について各学校が責任を持ち、その内



容について学校が説明できる／説明しなけ
ればならないという社会的合意の形成が一
方のベクトルであり、教育監査法の条文に示
されている内容も含め、監査の効率性を求め
る方向性の先鋭化が他方のベクトルである。 
 

(5) 重点実施の原則やリスク分析を基盤と
した監査プロセスの内実は、以下の通りであ
る。 

リスク分析とは、「リスクの抽出からはじ
まり、リスクの定量的、定性的な評価、そし
て、その結果として実施される意思決定、リ
スク評価や意思決定に関わる関係主体との
コミュニケーションに至るまでのすべての
プロセスを総称するもの」であり、一般的に
リスク評価、リスク管理、リスクコミュニケ
ーションの 3つの構成要素からなる。 

教育の質に関するリスクを制御するため
に、前述のリスク分析がオランダの教育監査
に全面的に導入されたのは 2007 年のことで
ある。リスク分析導入の目的として「監査に
伴う学校の負担を軽減すること」と「監査の
効果を高めること」が改めて挙げられている。
教育監査に際して学校側に大きな事務的負
担がかかる点が多々指摘されており、リスク
分析の導入により学校の負担が軽減され、監
査の全体的な効率性が向上するのであれば、
そこに第一の意義を認めることができる。 

 

 

 

図 1 リスク分析に基づく教育監査プロセス 

 

 

(6) リスク分析を基盤とした教育監査プロ
セスを図 1に示した。オランダの教育監査制
度において、リスク分析はすべての学校を対
象に毎年 1 回実施されている。具体的には、
「成果」「年次報告」「シグナル」の 3つの要
素から（主に教育的な）リスクを特定し、そ
れに対応することが示されている。 

「成果」とは、特別支援学校を除くすべて
の学校に在籍する児童・生徒の学習成果が検
討対象であることを意味している。これらの
成果に関しては、全国共通学力テストの結果
など、客観的な学習成果が分析対象となって
いる。また「年次報告」では、現在学校に提
出が義務付けられているあらゆる書類が検
討対象となっている。これらの書類には、学
校計画書や学校ガイドなどの教育状況に関
する報告書だけでなく、財政状況の報告書も
含まれている。 

上述の二つの要素とともに、各学校の教育
活動の最新状況を伝える要素として「シグナ
ル」が設定されている。シグナルとは、教育
の質の将来的な低下を引き起こしうる様々
な情報の集合体である。具体的には、保護者
からの不満や訴え、新聞や雑誌の記事などに
よる何らかの発見などが想定されている。シ
グナルとしてもたらされる内容が緊急性を
帯びている場合には、即時的な対応が取られ
る可能性もある。 

リスク分析によってリスクがないと判断
された学校には「基礎監査認定」が与えられ、
当該年度の監査は終了となる。つまり、この
時点でリスクがないと判断された学校は、イ
ンスペクターによる学校訪問などは受けな
いことから、監査に伴う実質的な負担がほと
んどないことになる 。 

一方で、リスクがあると判断された学校に
対しては追加調査が行われる。追加調査では
まず、リスク分析で示されたリスクの内容を
検証するために、教育監査局に保存されてい
る過去の記録や、更なる情報収集によって得
られた資料などを中心にデスクワークとし
て調査が行われる（分析フェイズ）。この時
点においてリスクがないと判断された学校
に対しても「基礎監査認定」が与えられ、監
査は終了する。 

分析フェイズでもリスクがあることが確
認された場合は、リスクの中身を特定するた
めに、教育監査局が当該学校の理事会と接触
を図り、本格的に監査が開始されることにな
る（監査フェイズ）。この段階では、更なる
情報の提供を学校側に要請するほか、理事会
が問題及び問題の解決法を認識しているか
を問うべく、学校訪問を含めインスペクター
による聞き取り調査が実施される。その結果、
これらのリスクが顕在的な問題であると判
断され報告書に記載されれば、その学校に対
して「個別監査認定」が与えられることにな
る。対照的に、監査フェイズにおいて最終的
にリスクが特定されなかった場合には、分析
フェイズでの対応と同様に、その学校には
「基礎監査認定」がなされることになる。 

 「個別監査認定」が与えられた学校は、そ
の内容に応じて「悪い質」と「とても悪い質」
の 2 種類のカテゴリーに分類される。「個別



監査認定」となった学校は、教育監査局によ
る指導と監視のもと、特定された問題の解決
と質の改善を目指すことになる。もし改善に
失敗した場合は監視が強められ、教育実践活
動が停止させられることもある。いずれにせ
よ、「基礎監査認定」「個別監査認定」ともに
1 年限りであり、すべての学校が、次年度に
再びリスク分析のプロセスから臨むことに
なる。 

 

(7) 教育監査プロセスでは、基礎監査認定を
与えるかどうかの最初の振り分けにリスク
分析が活用されている。このような監査プロ
セスを可能にしている前提条件の一つとし
て、学校にまつわる様々な情報のデータ化及
び文章化の実現を挙げることができる。従来
の監査では、主にインスペクターが各学校を
訪問調査することで収集されていた情報が、
リスク分析に基づく教育監査では、学校が提
出する複数の情報、すなわち教育監査法で規
定されている学校計画書や学校ガイド、自己
評価資料や全国共通学力テストの結果など
によって代替されるようになっている。この
ような学校側が提出した資料を中心的に使
ってリスク分析が行われる点については、自
律性を持つ学校を行政側が信頼している証
ともいえる。 

ただし学校側が提出した資料のうち、自己
評価資料が各学校の質保証の手段として十
分に機能しているかについては、更なる検討
が必要である。行政側が学校を信頼していて
も、学校がそれに応えない／応えられない事
態は多々想定されるからである。自己評価は、
情報収集や評価が当事者により行われるた
め、妥当な評価であるか、当事者にとって不
利益を被るような判断もきちんとなされる
か、などの不安要因を構造的に抱えている。
また様々な理由により、学校が自己評価を実
効的に行うことは難しく、各学校が下してい
る自己評価には多くの欠点があるという指
摘もある。これらは、学校の自己評価に一定
の妥当性と信頼性があることを前提として
成立しているリスク分析や重点実施の原則
に対して、疑問点を提示するものである。同
時にこの状態は、どれだけ自己評価を重視す
る傾向が強くなっても、教育の質を実効的に
保障していくためには、外部評価機関である
教育監査局の支援が必要であることの証左
とも捉えられる。 

 

(8) 教育監査事業の規模と予算の縮小化が
欧州全体の潮流であり、オランダの教育政策
もこの流れに沿うものであるとすれば、オン
ライン上で行うことが可能であり、従来型の
監査プロセスに比べ経費がかからないリス
ク分析とそれに基づく監査プロセスは、今後
とも大いに活用されることが予想される。で

あるとすれば、今後教育監査局に求められる
ものは、各学校の自己評価の信頼性と妥当性
を高めるような支援の方策を検討すること
であるといえる。 
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〔その他〕 
本研究の成果については、平成 23 年度内に
関連学会及び関連学術誌にて公表する予定
である。 
 
 
６．研究組織 
(1)研究代表者 

吉田 重和（YOSHIDA SHIGEKAZU） 

新潟医療福祉大学・健康科学部・講師 

 研究者番号：30549233 


